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本寄附講座は，2012年４月より農林中央金庫からの３年間の寄附をもとにして，京都大
学大学院農学研究科生物資源経済学専攻内に開設されています。
当講座の設置目的・研究活動・教育活動の具体的内容は次ページをご覧ください。
本稿に掲載しておりますシンポジウムは，当講座設立を記念し「六次産業化を担う農企

業経営者像」をテーマとして，2012年５月12日に京都大学において開催されました。
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な影響を及ぼしている。また，既存の農業

者がいわゆる農産物生産の枠を超え，農産

物加工やその他関連事業に取り組む六次産

業化の事例や農外の関連事業者と連携する

近年の規制緩和を背景とした農外企業の

農業への参入や集落営農・生産出荷組織等

の変貌により，多様な農業経営体が地域に

並存しており，地域経済・社会に対し大き

【ご挨拶の方々】

【挨拶と講座説明】
長命洋佑（京都大学大学院農学研究科・特定准教授）

遠藤隆氏
京都大学大学院農学研究科

農学研究科長

「農林中央金庫の寄附講座には，現在の日

本農業の問題点の整理とその解決策の提示

を期待したい。」

加賀爪優氏
京都大学大学院農学研究科
生物資源経済学専攻長

「本寄附講座の研究活動が専攻の教育・研

究制度と相乗効果を発揮し、更なる進展が図

られることを期待したい。」

河野良雄氏
農林中央金庫代表理事理事長

「将来を担う人材の育成を使命とした寄附

講座の研究・教育活動であり，京都大学の学

風を生かした自由闊達な議論がなされ，今後

の当金庫の業務運営に対し示唆を与えてく

れることを期待したい。」

農林中金総合研究所 
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度から研究することを目指している。

本講座は教育活動として，京都大学農学

部学生を対象とした授業『農業経営の未来

戦略』と，京都大学大学院農学研究科院生

を対象とした『次世代型農業の統治と経

営』を行う。これら授業においては，授業

形式と演習形式を併用し，関連学術領域の

最近の成果をサーベイするとともに，当該

寄附講座のスタッフを中心に行う調査・研

究（先進的事例の現地調査を含む）の結果に

関した討議や分析を行う。

農商工連携の事例も広範に出現してきてい

る。このような状況下で，様々な有り様を

示す個別農業経営体の体質強化や発展及び

それら経営体が位置する地域社会の活性化

に資する諸方策の具体的提示やモデル造り

の必要性が個々の現場において求められて

いる。

本寄附講座は，農業経営に関わる多様な

人材の確保・開発・育成を重視しつつ，地

域産業クラスター等の地域・産業ネットワ

ークをベースに個別農業経営体の実践的有

り様（財務・投資戦略を含む）を多面的な角

小田滋晃（京都大学大学院農学研究科・教授）

≪第一部：基調講演≫

最初に，日本農業の現状と推移について

みておく。日本農業の大きな特徴は，総農

家数の大幅な減少であり，とくに，販売農

家が減少したことである。農業経営体に関

しても，販売農家が減少するなかで，農業

経営体数のうち，10%弱の大規模経営体が，

耕作面積の50%弱を占める。このような推

移と状況の中で，2005年から2010年の間に，

経営体全体が減少する中で，法人経営体は

23%も増加している。

また，先進的な個別農業経営体に対する

支援策として，1993年に施行された農業経

営基盤強化促進法以降の動向をみると，集

落営農の育成，株式会社の農業参入の容認

等の規制緩和，法人化への誘導，今日の六

次産業化を前提とした企業的経営の育成へ

【基調講演 1】

｢次世代を担う農企業研究の課題と方法｣

1　日本農業の現状

農林中金総合研究所 
http://www.nochuri.co.jp/



農林金融2012・7
49 - 435

的黒字化
（注3）
，である。

次いで，維持・安定ステージに向かいつ

つある農企業経営体を取り巻く課題を整理

しておく。まず経営の内部課題としては，

（1）経営目標の刷新（所得追求からの脱却），

（2）利益構造の刷新，（3）人事・財務管理

を含めた経営管理の刷新，（4）経営組織（特

に営業部門）の多様化と適切な人材配置で

ある。他方，経営の外部課題としては，企

業体としての社会的責任が発生（特に地域

への貢献）する。同時に，六次産業化によ

る新たな展開により，（1）地域内ネットワ

ークのハブ（結節点）としての存在，（2）地

域内外における農業外の多様な経済主体や

異業種との連携の構築も期待されることと

なる。
（注 1） 本報告で用いる「農企業経営体」は広義で
の家族農業経営・集落営農組織・農企業経営体
を含むものとしている。

（注 2） ただし，農外企業においては，農業に重き
を置くのではなく，リサイクル・ループやCSR
（企業としての社会的責任）を重視した場合もあ
るので留意する必要がある。

（注 3） ただし，第三セクターや農外企業等からの
参入経営体は，形式上は企業形態を採っている
が親会社や行政からの支援（従業員の給与水準
の確保等）が一般には担保されている場合が多
く，会計的な条件を満たす前段階として位置付
けられる場合があることにも留意する必要があ
る。

農企業経営体は，地域内での役割も期待

されているものの存立条件は，一般の中小

企業の存立条件とは異なることが示唆され

る。それは，わが国の農業地域は一般に集

と，変遷を辿ってきているのが読み取れる。

農企業経営体に期待される効果・効用は

以下の５点にまとめることができる。（1）

地域の先進的・先駆的農業を担うリーディ

ングファーマーとしての期待，（2）研修生

やインターンシップなどの受入も含め，地

域農業への先進的技術の普及や社会的貢献

活動への期待，（3）六次産業化等の事業を

担うことによる地域農産物の付加価値の増

大効果への期待，（4）地域雇用創出への期

待，（5）地域経済活性化への期待，そして，

（6）農地を含む地域農業資源を維持・保全

する地域主体としての期待である。

また，農業経営体から農企業への展開過

程の方向性として，（1）家族農業経営から

の展開，（2）集落営農や任意の生産組織・

協業経営からの展開，（3）農協，第三セク

ターの参入・展開，（4）漬物会社，外食産

業，市民生協など農外企業や農関連産業の

参入があると考える
（注2）
。

他方，一般的に農企業経営体が存続して

いる場合の外形的特徴としては次のような

側面が考えられる。（1）期間雇用から年雇

用・正規雇用への雇用形態の変化，（2）高

いレベルの生産技術の保持・栽培農産物の

質・量の安定化，（3）安定的な販路の確保・

拡大，（4）会計的には，持続的で正常な資

金循環の下で，売上総利益（粗利）の持続

的黒字化から営業あるいは経常利益の持続

2　農企業経営体
（注1）

への期待と
　　その展開　　　　　　　

3　農企業経営体と地域農業
　　との関わり　　　　　　

農林中金総合研究所 
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のように整理することができる。（1）農企

業の企業経営体としての存立条件と持続可

能性，（2）農企業経営を担う経営者を含む

人材とキャリア形成，（3）地域，産地，集

落等における多様な農業経営体と農企業経

営体の関連・連携，（4）農企業経営体の展

開が地域農業・産地・集落の活性化や発展

における役割，である。

以上のような諸観点を踏まえ，農企業研

究の課題を整理すると次の５点となる。

（1）農企業経営体のガバナンスと経営と

の在り方・考え方の解明，（2）農企業経営

者・従業員の資質や教育・トレーニングの

方法の提示，（3）農企業経営体の継承や継

承に関わる企業吸収・合併としてのM&A

の考え方と方法の提示，（4）地域・産地・

集落における農企業の位置と役割の明確

化，（5）移行期も含む農企業経営体の支援

の考え方とその方法の提示（例えば経営体

への投資の方法やその際の資本政策の考え

方，あり方等），である。

落組織が担っており，その安定性や持続性

が重要だといえる。そこでは，農企業経営

体や多様な家族農業経営，集落営農組織が

互いに棲み分けつつ，地域内での連携関係

を持つ必要があるといえる。

ゆえに，農企業経営体と地域農業との課

題は次のように整理できる。（1）企業形態

を有していない集落営農も含めて，多様で

健全な家族農業経営体と農企業経営体との

競合・補完関係の構築，（2）それら経営体

間や地域農業の関連主体間で地域ビジョン

の共有化，（3）農地や水利に代表される地

域資源の保全と各経営体の発展との整合関

係，（4）各経営体の連合体として織りなさ

れる地域農産物ブランドによる「産地」の

保全・発展への寄与，である。

当寄附講座が担う「農企業研究」につい

てその展望を整理すると以下のようにな

る。まず，農企業研究における諸視座は次

4　最後に

農林中金総合研究所 
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鈴木利徳（（株）農林中金総合研究所・常務取締役）

【基調講演 2】

｢次世代農企業の目指すものと金融の役割
～JAバンクの取組について～｣

51 - 437

農業の現状について，販売金額をみてみ

ると1,000万円以上の経営体数はわずか7.6%

であるにもかかわらず，それらの経営体が

販売金額全体の51.8％を占めている。すな

わち，農業経営体は二極化が進んでおり，

零細な経営体と大規模な経営体とに分か

れてきている。

また，2005年と2010年における農業経営

体の経営規模別の増減率をみてみると，増

加がみられるのは５ha以上の経営体のみで

ある。５ha未満の経営体はその規模が小さ

くなるにつれ減少率が大きくなっている。

ここで留意しておきたいことは，地域ご

とに実情が千差万別であるため，地域農業

の未来図を描く時には，決して統計だけで

判断してはいけないということである。農

家は様々な条件の中で，知恵を絞りながら

農業・生活をしている。そのため，できる

限り現場に足を運んだうえで，その地域の

農業の未来図を考えることが大切である。

農業法人の設立時期をみると，1994～

1998年に設立された法人が最も多く，20.2％

を占め，次いで1999～2003年に設立された

法人が17.7％となっている。平成元年

（1988年）以前は，畜産経営の設立割合が高

く，平成元年（1988年）から平成10年（1998

年）にかけては加工・その他の設立割合が

高かった。またここ10年間では，稲作・畑

作や野菜を中心とした法人の割合が高く

なっている。

また，農業法人の正社員数をみてみると，

正社員数は平均8.3人であり，10人以下の法

人が74％を占めている。21人以上の農業法

人はわずかに8.6％にとどまっていること

から，家族経営を中心とした農業経営法人

が多いことが明らかとなっている
（注4）
。そうし

たなか，個別の経営内容に焦点を当ててみ

ると，「自社による農畜産物加工・製造

（40.7人）」，「飲食店（農家レストラン等）（18.5

人）」などの農業法人においては平均社員

人数が多くなっている。こうした経営内容

1　農業の構造変化

2　農業法人の経営概要と金融

農林中金総合研究所 
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JAバンクの取り組みとしては，大きく，

資本支援，金融支援，販売支援の３つに分

類され，これらを総合的に行えるのはJAバ

ンクグループだけである。全農では，数年

前より販売支援としてTAC
（注5）
活動を行って

いる。これまで全農は農薬や機械，肥料な

どのモノを販売することに力点を置いてい

た。しかし，TACは農家や農業法人が必要

としている情報を把握し，それに応えよう

とする活動を行っている。そのほかに，全

農茨城ではこれまでの協同組合による委託

販売方式から契約取引をベースにした買取

方式へと販売方法を一部転換している事例

もある。また，農協によるインターネット

販売や直売所での販売に対する支援など，

農業経営の多様性に合わせたJA事業の取

組みがみられ始めている。
（注 5） TACとは、地域農業の担い手に出向くJA担
当者のことである（愛称TAC＝タック）。Team 
for Agricultural Coordinationの略である。
JA・連合会が一体となって地域農業をコーディ
ネートする。2010年現在1,543名となっている。

この寄附講座への希望を述べることでま

とめとする。それに先立ち，近年の農業法

人の経営者の特徴として以下の５点が挙げ

られる。（1）経営センスの向上，（2）国内

外からの情報の獲得，（3）自らが情報を発

の法人は，地域の雇用に極めて重要な貢献

をしていることが考えられる。

次いで，農業法人と金融機関との関係を

示すと以下のようになる。

まず，農業法人における問題の特徴とし

て，財務面の脆弱性，低い収益性，そして

自然・気候条件の影響を受けることなど，

問題の多くは農業の特殊性に起因したもの

となっている。金融機関からみた農業融資

の問題としては，（1）農業経営の財務構造

と返済能力評価の難しさ，（2）農地の評価

（借地型農業経営と不動産担保主義の問題も含

む），（3）不確定要素・変動要因が大きい農

業経営の評価の困難さ，などが融資の際の

問題として考えられる。

そうした問題に対する金融機関の対応と

して，（1）公的資金・制度資金・民間資金

の組み合わせ，（2）資本増強の新しいスキ

ームの開発や農業経営評価手法の開発，（3）

農業経営の弱点をカバーする金融手法の開

発およびファンドと融資の組み合わせな

ど，の取り組みが行われている。

さらに，加工，販売などによる経営の多

角化，それらに呼応する多様な情報・サー

ビスの提供，金融機関の対応，農業法人間

での情報の共有など，農業法人に対する経

営の相談・対応も行われている。金融機関

にとって大切なことは，農業法人の企業理

念，経営のコンセプトを理解し，今後の方

向性などのビジョンを共有することである。
（注 4） 資料 農林中金総合研究所調査（農業法人549

対象）

3　JAバンク・JAグループの
　　取組み　　　　　　　　　

4　最後に
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ビジネスモデルの研究・構築が必要である

と考える。その方向性の一つとして，関係

性に基づいたビジネスモデルが考えられ，

こうした問題に本寄附講座が取り組んでい

くことは大きな意義があるといえる。そし

て，本寄附講座が行った研究成果を現在の

経済・社会に発信していき，新たな可能性

を示唆することを期待し，本報告を終わる

こととする。

信，（4）取引先・顧客のニーズの把握，（5）

生産者同士のグループ化・ネットワーク化

による個々の家族経営の弱点の克服，であ

り，生産＝家族経営，販売＝法人組織の強

みを併せ持つ経営を展開している。

現在，市場原理的な経済・社会は行き詰

まりをみせている。そこでは終わりのない

値下げ競争，合併・シェア争いが繰り返さ

れている。そうした状態を打破する新たな

≪第二部：パネルディスカッション≫

パネルディスカッションでは，各パネリ

ストによる事業報告ののち総合討論会を実

施した。本誌では，総合討論についてその

要約を示す。

・  自経営が事業戦略・経営戦略を組み立て

ていけるような事業支援が必要であり，

これから六次産業化への取り組みを考え

る農業者には，販売の仕方や経営のあり

方を示す支援が必要。また，第一次産業

と組むことが，今後の事業展開の中でメ

リットがあることだと，第二次・第三次

産業の主体に理解してもらうための取り

組みも必要。

・ 農産物は付加価値がつけにくいことは農

業に参入して第一に感じることだが，農

業者自らが「売る」という行動を避けて

きた結果であるという点については，農

業者は反省せねばならない。

・ １年を通じて野菜作で所得を確保してい

くには加工が不可欠であり，認定件数と

して野菜作経営が最も多くなっている。

・ 現場で活躍する農業者を組織化し，大き

な事業体として活躍してもらうための支

援体制が今後の農業には必要であり，そ

のためにはどのような経営陣を組織する

かという視点が重要である。

・ 六次産業化事業を生産者から経営者にな

1　六次産業化事業に関する意見

2　六次産業化事業の現状
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・ 加工などに取り組む際には確かにリスク

は負わなければならないが，そこを補助

事業などうまく活用しながら可能な限り

リスクを減らしていくことが，農企業経

営者には必要だと考えている。

・ 自経営で加工など何をどれだけ取り組め

るかを判断することが第一に必要で，そ

の判断のうえでの合弁会社による商品開

発などは非常に有効である。

・ 農業自体を取り巻く市場そのものにはま

だまだチャンスが残されているので，六

次産業化には新たな市場開拓という面で

期待が大きいと考えている。

（京都大学大学院農学研究科　　　　　

長命洋佑，川﨑訓昭，小田滋晃）

るためのステップとして利用したいが，

そのためにはこれまでの農企業経営者の

経験を蓄積できるような仕組みが必要。

・ 法人設立当時は，地域住民に農業法人と

いう言葉が定着しておらず，疑念を持た

れたこともあったが，農作業に懸命に努

力している姿を見せることで，地域から

の理解も得られるようになったので，今

後地域に入っていく農企業経営者にはこ

の点を留意してもらいたい。

・ 地域コミュニティを支える農業には，営

利企業としての側面と社会的企業として

の側面があり，この二面性を正確に把握

したうえで事業支援や融資支援を行って

いくことが必要である。

3　農企業経営者と地域との
　　関係について　　　　　

4　六次産業化事業推進に
　　ともなうリスク　　　
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